
第27期の営業分析と

今後の経営方針

２００６年５月

株式会社 メガネトップ

代表取締役社長（兼）営業本部長

冨澤 昌三



１．第27期の営業分析

１－１．メガネ部門の営業分析

１－２．コンタクトレンズ部門ならびに補聴器部門の営業分析

２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）

２－１．中長期経営方針

２－２．コスト削減の成果（途中経過）

２－３．組織再編について

２－４．組織再編後の体制

２－５．中期経営計画について



１．第27期の営業分析
１－１．メガネ部門の営業分析

既存顧客の掘り起こし
• 長期間ご来店いただけていない、既存顧客に
対して、一新したセット、サービスをご紹介した

報奨金制度
• 施策に対する貢献度を評価することで、徹底と
浸透の速度を速めている
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人事面

施策面

業績面
（既存店
前年対比）

所感

売上高

顧客数

100.2％ 102.3％ 96.2％ 102.6％ 110.3％ 103.4％ 105.5％

116.1％ 115.4％ 108.0％ 120.7％ 127.0％ 120.9％ 134.1％

110.0%

代表取締役社長（兼）営業本部長 冨澤昌三

100.0%

120.0%

店舗活性化
• 商品構成や販促内容を個店
毎に見直し、店内什器の配置
を変更することで、来店顧客
層に合わせたディスプレイを
実現した

レンズ付セット
• 従来の「標準レンズ付セット」では
なく、薄型レンズや遠近両用レンズ
も選択できる新サービスを開始

レンズ加工25分サービス徹底
• 即時加工を徹底することにより、
利便性を提供した

業績以外での間接的な評価を行い、施策の浸透を加速させ
ることにより、顧客に対するサービスの徹底が更なる集客へ
と繋がり始めている。

顧客視点に立ったサービス提供と
新たなセットにより、満足度向上と
口コミによる集客に繋がった。

様々な施策を、より解りやすく
ご提供することで、顧客の支持を
得ることが出来た。

2006/03

106.4％

135.9％

100.0%



１．第27期の営業分析
１－２．コンタクトレンズ部門・補聴器部門の営業分析
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•第25期（2004年3月期）より本格導入

•フラッグシップ店の構築

– 専門性を重視した店舗を全国の主要エリ
アに構築

•補聴器スタッフの育成

•各エリアでの補聴器体験会の実施

– 展示会形式で集客活動を行い、実際に
ご体験していただく

•外商活動の推進

各部門の取組状況 各部門の実績

•コンタクトレンズ取扱店舗の拡大

•プライベートブランドの積極投入

– グループ店舗、および異業種へプライ
ベートブランドを投入することにより、販
売網を拡大し、顧客の囲い込み、ならび
にブランド認知度と利益の向上を図る

•プライベートブランドの供給体制改良
– 欠品率を抑え2ウィークタイプ、1デイタイ

プ、ケア用品の品質改良を進める
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835百万円
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1,307百万円

（百万円） （％）

2,657百万円

（百万円） （店舗）

84店舗

第28期見込

第27期下期 第28期上期見込

100
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785百万円
（通期計画）

139店舗
（通期計画）

64.9%

46.3%
50.2%

1,357百万円 1,316百万円

2,770百万円
2,352百万円

1,241百万円

64.3%



２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）
２－１．中長期経営方針

2009/03～2008/032007/032006/032005/032004/03

本資料にてご説明
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1,000

連結売上高（億円）

「攻め」への
転換期構造改革

高付加価値企業への
さらなる飛躍

次期経営計画

2006年3月期（回顧）
2006年3月期は、将来へ向けた事業基盤を築くための「構造改革」を行い、現状で想定しうる「膿み」を排除するとともに、

利益体質確立に向けた施策を遂行した。（詳細は次頁にて説明）

2007年3月期
2007年3月期は、次期中期経営計画において「攻め」に転じるための転換期とし、大きく飛躍するための施策を、積極的

に展開していく。
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２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）
２－２．コスト削減の成果（途中経過）

営業利益への
貢献割合

一般管理費

人件費

販売費

改革施策とその影響
（主な例）

• 不採算コンタクト店の閉鎖

• DM投下業務の見直し

• 効果不明の協賛活動の削減

• 適正人員把握に伴う人員削減

• 「本拠地」を重視した人員配置

• 交通費の見直し

• 夜間金庫の廃止

• 提携企業との契約見直し

• 発送費等、日常経費の抜本的見直し

• 上記施策の合計

• 備品販売の促進

• 業務改善による破損削減

改善見込金額
（通期合計）

165百万円

53百万円

323百万円

663百万円

各項目の削減効果ならびに営業利益に貢献する割合
（第27期上期店舗損益における売上対比）

29.1%

0% 35%

31.0%

-2.8%

第27期を「構造改革」の事業年度と位置付け、様々な側面から体質改善を図った。改革施策の遂行はまだま
だ中途であり、さらなる改善を進めていく。

現在、上記の他に進めている改革施策の経過と結果については、中期経営計画の中でお伝えしたい



２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）
２－３．組織再編について

メガネトップグループの子会社２社（株式会社ベンシスジャパン・株式会社キングスター）を吸収合併することで
グループ内のリソースを集約し、企業としての付加価値を高める。

【目的】

限られた人材を集約することで、組織横断的な連携の仕組みを強化し、顧客サービスのさらなる向上を図る。

現在分散しているグループ内各社の意思決定機能を集約することで、効率的且つ迅速な活動を促進する。

収益性向上を目的として、間接部門を抜本的に見直し、スリムでフレキシブルな「小さな本社」を実現する。

【組織再編の方法と説明】

メガネトップを存続会社とする吸収合併方式を採用し、子会社２社は解散する。（下述図示のとおり）

再編以後の職務分掌や各機能の整理・集約については、統合委員会（後述）にて検討・決定する。

フィットミーについては、取引先メーカーとの関係を考慮し、再編の対象から除外する。

メガネトップ

ベンシスジャパン キングスター

100％子会社

メガネトップ

営業本部 経営統括本部

代表取締役

製造部 営業部 ・・・・ 人事部 経理部 ・・・・

100％子会社



２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）
２－４．組織再編後の体制

経理部長
牛島竜也

総務部長
藤下 恵

取締役
経営企画部長

柳瀬光太郎

取締役
営業本部長
松田成明
副本部長
冨澤昌宏

取締役社長室長
柳瀬光太郎

取締役
経営統括本部長

辻 邦彦

店舗開発部長
米山義廣

北海道
ブロック

代表取締役社長
冨澤 昌三

人事企画部長
阿部輝久

取締役
ﾒｶﾞﾈ事業部長
近藤厚美

取締役
営業企画部長

野方 学

コンタクト
事業部長
黒柳文宏

お客様
相談室

東北
ブロック

関越
ブロック

東関東
ブロック

南関東
ブロック

甲信
ブロック

静岡東部
ブロック

静岡西部
ブロック

愛知・岐阜
・三重
ブロック

関西
ブロック

北陸
ブロック

中国
ブロック

四国
ブロック

北九州
ブロック

南九州
ブロック

専務取締役
永吉盛人

福井工場

取締役
ｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ
統括部長

寺澤 章

取締役会

株主総会

監査役会

アルク
事業部長
松井和博

ロジテック
事業部長
寺山省司

内部監査室長
鈴木光男

商品管理室 販売促進室 ①

①

常勤監査役
高柳正雄

物流管理室

情報戦略室

通販管理室

補聴器
グループ

取締役
商品部長
山嵜隆治

FC事業部長
峰岸大地

秘書室長
百津浩二

事業運営
第一グループ

事業運営
第二グループ

事業推進
第一グループ

事業推進
第二グループ

店舗管理
グループ

グループ内の人的リソースを集約することで、改革をさらに加速するとともに、意思決定の迅速化を図る。また、
間接部門の効率化を進め、企業体質を「筋肉質」化する。



２．中長期の経営方針と改革施策（抜粋）
２－５．中期経営計画について

当該資料で示していない改革施策の全貌やコスト削減の経過と結果については、後日発表する予定の中期
経営計画でご説明したい。

6月5月

法令により
定められた
合併手続

8月上旬
第1四半期
決算発表

定時
株主総会

6/28

合併
期日
7/16/1

7月 8月
決算説明会
（本日）

5/22・23

・合併契約書締結（5/19）
・プレスリリース（5/19）
・事前備置書類の備置（6ヶ月間）
・債権者保護手続のための官報ならびに日経公告（1ヶ月間）

6/196/15

間接部門の効率化検討
物理的拠点の統廃合検討

組織再編（統合）効果の洗出し

各機能の職務分掌検討
各機能の人員体制検討
（業務と戦力の棚卸）

中期経営計画の策定（第28期第1四半期決算発表と同時に公表予定）

統合
委員会
の設置

その他

１．中期経営計画発表までのスケジュール

２．中期経営計画に含有する主な内容

• 現在進行中の改革施策の詳細

• コスト削減の詳細なる経過と結果

• 来期以降を見据えた中期的な経営計画

組織再編の最大の目的である、株主の皆様をはじめとし
たステークホルダーへの充分な還元のため、「高付加価
値企業への変革」を、どのように実現していくのか、その
考え方と中期の業績計画についてご説明する。

当
社
と
し
て
の
対
応


